
 

 

 

 

旧優生保護法被害者支援条例（案）のパブリックコメントを実施します 
 

 

本市がこれまで「誰一人取り残さない やさしいまち」を掲げて推進してきたイン

クルーシブなまちづくりを踏まえて、優生上の理由により強制的に不妊・中絶手術を

受けた、旧優生保護法の被害者である市民に寄り添い、差別を許さないまちづくりを

さらに推進するために、新たに「明石市旧優生保護法被害者等の尊厳回復及び支援に

関する条例」の制定を検討しています。この度、幅広く条例案について市民の声を聞

くためにパブリックコメントを実施します。 

 

実施期間：2021 年 10 月 20 日（水）～11 月 18 日（木） 

実施方法：市のホームページ、行政情報センター、あかし総合窓口、各市民センタ

ーで条例案を閲覧いただけるようにします。 

 

 条例の要旨 

・障害者の尊厳を傷つける事態を二度と繰り返すことのないよう、優生思想を許さな

いまちづくりを推進する。 

・被害者等に寄り添った相談支援、情報提供、調査への協力等を行う。 

・子を産み育てる権利を奪われた苦しみに加え、長く差別・偏見に苦しんできた市民

に対し、今なお十分な補償を受けられない状況を見舞い、その尊厳の回復を支援す

るために支援金を支給する。 

・支援金の対象は、不妊手術・中絶手術を受けた本人とその配偶者である明石市民と

する。ただし令和３年７月 1日から申請の日まで引き続き市民である者に限る。 

・支援金の金額は 1人 300 万円とする。 

・支援金の支給に当たっては、外部委員（有識者、当事者、弁護士等）による審査を

実施し、適正な支給に努める。 

 

 

記 者 提 供 資 料 

2021 年（令和 3 年）10 月 19 日 

政策局市民相談室 /高橋・宇野 

078-918-5002（内線 2289） 



旧優生保護法被害者等の尊厳回復及び支援に関する条例 

（略称：優生保護法被害者等支援条例）案 

 

 

 我が国にはかつて、障害者を「不良な子孫」と位置づけ、優生上の見地からその

出生を防止する目的で、不妊手術や人工妊娠中絶を可能とする優生保護法という法

律が存在した。同法は、子を希望する者にとっての基本的人権である、子を産み育

てるかどうかを意思決定する権利を障害者から奪い、今もなお旧優生保護法被害者

等の心身に多大な苦痛を与え続けている。兵庫県も、同法の趣旨にのっとり、かつ

ては「不幸な子どもの生まれない運動」を唱導し、障害者の不妊手術を推進した。

優生思想が法や施策によって推奨されることで、障害者を社会から排除し、差別や

偏見の対象とし、その尊厳や人権を否定することが正当化されるなど、社会全体へ

及ぼした影響は根深い。 

 明石市はこれまで、明石市障害者に対する配慮を促進し誰もが安心して暮らせる

共生のまちづくり条例を制定し、障害のある人もない人も、だれ一人取り残さない

共生のまちづくりを推進してきた。わたしたちが、社会が生み出した優生思想によ

って深く傷つけられた旧優生保護法被害者等に対し、その悲しみが続く限り寄り添

い続けることこそが、真の共生のまちづくりにおいて重要なことである。 

 わたしたちは、障害者の尊厳を傷つける事態を二度と繰り返すことのないよう、

優生思想と向き合う決意を新たにし、この条例を制定する。 

 

 （目的） 

第１条 この条例は、明石市における旧優生保護法被害者等の尊厳の回復及び支援

に関する基本的な事項を定めることにより、旧優生保護法被害者等に寄り添うと

ともにその必要とする施策を推進し、もって優生思想を決して認めることなく、

誰もが疾病又は障害の有無によって分け隔てられることのないまちづくりを推進

することを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

 (１) 旧優生保護法 昭和２３年９月１１日から平成８年９月２５日までの間に

おいて施行されていた優生保護法（昭和２３年法律第１５６号）をいう。 

 (２) 旧優生保護法被害者等 次のいずれかに該当する者をいう。 



  ア もっぱら優生上の理由により旧優生保護法の規定に基づく優生手術を受け

た者 

  イ もっぱら優生上の理由により旧優生保護法の規定に基づく人工妊娠中絶を

受けた者 

  ウ ア又はイに掲げる者の配偶者。ただし、当該ア又はイに掲げる者が優生手

術又は人工妊娠中絶を受けたときに当該ア又はイに掲げる者と婚姻関係にあ

った者に限る。 

 (３) 市民等 市民及び市内において事業活動又は市民活動を行う者又は団体を

いう。 

 （基本理念） 

第３条 旧優生保護法被害者等の支援は、旧優生保護法の規定及びこれに基づく優

生手術、人工妊娠中絶等の措置が、旧優生保護法被害者等に対し、生涯にわたり

被害を与える著しい人権侵害であったという基本的認識のもと、実施されなけれ

ばならない。 

２ 旧優生保護法被害者等の支援は、障害者の権利に関する条約、障害者基本法（昭

和４５年法律８４号）、障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成２

５年法律第６５号）、明石市障害者に対する配慮を促進し誰もが安心して暮らせる

共生のまちづくり条例（平成２８年条例第５号）その他関係法令が示す理念と整

合性のある内容としなければならない。 

３ 旧優生保護法被害者等の支援は、旧優生保護法被害者等の判断能力又は複合的

な差別の影響など意思表明の支障となる社会的障壁（障害者基本法第２条第２号

に規定する社会的障壁をいう。以下同じ。）の有無、程度等に最大限配慮して、必

要な合理的配慮の提供とともに実施しなければならない。 

４ 旧優生保護法被害者等の支援は、旧優生保護法に基づき優生手術、人工妊娠中

絶等を受けた者のみならず、その配偶者に対しても、その状況に応じて適切に行

われなければならない。 

５ 旧優生保護法被害者等の支援は、旧優生保護法が法制度をはじめとした社会全

体に与えた深刻な影響を踏まえ、直接的な支援としてだけでなく、共生社会の実

現に向けた必要な措置として講じられなければならない。 

 （市の責務） 

第４条 市は、基本理念にのっとり、関係機関、関係団体等（以下「関係機関等」

という。）と連携し、旧優生保護法被害者等の支援に関する施策を策定し、及び実

施するものとする。 



２ 市は、前項の施策が円滑に実施されるよう、当該施策の実施に係る体制の整備

に努めるものとする。 

 （市民等の役割） 

第５条 市民等は、基本理念にのっとり、旧優生保護法被害者等が受けた被害やた

どってきた歴史に対する理解を深めるとともに、市及び関係機関等が行う旧優生

保護法被害者等の支援に協力するよう努めるものとする。 

 （相談、情報提供等） 

第６条 市は、旧優生保護法被害者等に対し、旧優生保護法に基づく優生手術等を

受けた者に対する一時金の支給等に関する法律（平成３１年法律第１４号。以下

「一時金法」という。）に基づく一時金の請求手続に係る問題その他の旧優生保護

法被害者等が抱える問題についての相談に応じ、必要な情報の提供及び助言を行

うとともに、法律、医療又は福祉に係る機関その他の関係機関等との連絡調整を

行うものとする。 

２ 市は、前項の規定に基づく相談、情報の提供及び助言並びに連絡調整（以下「相

談等」という。）を総合的に行うための窓口を設置するものとする。 

３ 市は、相談等を行うときは、明石市個人情報保護条例（平成１３年条例第１号）

の規定の趣旨にのっとり、個人情報を適切に管理しなければならない。 

４ 市は、この条例に基づく支援が旧優生保護法被害者等に適切に提供されるよう、

それぞれの障害及び社会的障壁の内容に応じて必要とされる合理的配慮を踏まえ

た周知及び広報を行うものとする。 

 （被害調査への協力） 

第７条 市は、旧優生保護法に基づく優生手術等（一時金法第２条第２項各号に掲

げる者に係る生殖を不能にする手術又は放射線の照射をいう。）に関する調査その

他の措置を講ずるものとする。 

２ 市は、前項の調査その他の措置を行うために必要があると認めるときは、関係

機関等に照会して、必要な事項の報告を求めることができる。 

 （市民等の理解促進） 

第８条 市は、特定の疾病又は障害を有すること等を理由として、優生手術、人工

妊娠中絶又は放射線の照射を受けることを強いられるような事態を二度と繰り返

すことのないよう、すべての市民が疾病又は障害の有無によって分け隔てられる

ことなく相互に人格及び個性を尊重し合いながら共生する社会を実現することの

重要性等について、市民等及び医療、福祉又は教育に係る関係者の理解を深める

ための施策を行うものとする。 



 （支援金の支給） 

第９条 市は、次に掲げる市民に対して、除斥期間（民法の一部を改正する法律（平

成２９年法律第４４号）による改正前の民法（明治２９年法律第８９号）第７２

４条後段の規定をいう。）にかかわらず、３００万円の支援金を支給するものとす

る。 

 (１) 第２条第２号アからウまでに掲げる者であって、令和３年７月１日からこ

の条例の施行の日まで引き続き市民であるもの 

 (２) 前号に掲げる者に準ずる者として、次条第１項に規定する審査会が支援金

の支給を必要と認める者 

２ 前項の規定による支援金の支給は、１人につき１回に限り行うものとする。 

３ 前２項に定めるもののほか、支援金の支給に関し必要な事項は、別に定める。 

 （旧優生保護法被害認定審査会） 

第１０条 市は、支援金の支給要件その他必要な事項を審査するため、旧優生保護

法被害認定審査会（以下「審査会」という。）を置く。 

２ 審査会は、委員５人以内をもって組織する。 

３ 審査会の委員は、旧優生保護法に基づく被害問題に関し、優れた識見を有する

者のうちから市長が任命する。 

４ 前３項に定めるもののほか、審査会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則

で定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 

 


